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〔付〕 フアー グノν『市民法推測論』第 l巻第 16章の原文
1.はじめに
婚姻中に妻が子を残して死亡したときの内来嫁資の帰属をめぐる，ブノレガ
ノレスとマノレティヌスの論争は，中世ローマ法学の議論としてよく知られたも
*本稿では，印刷刊本における単語の綴りの省略について，固有名詞や特に問題のある
ものを除いては，逐一指摘せずに完全なものにしている。特に指摘しておきたい刊本によ
る異同は， [1585， non = 1528] (1585年版は本文どおりであるが， 1528年版には nonが付
されている)のように示した。引用されているローマ法文には，現代の引用法を括弧で直
後に付した。末尾に掲載したフアーグ1ν原文についても同様である。
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のの一つである10
『ローマ法大全』の解釈として，婚姻の解消が離婚による場合，子の有無
にかかわらず，夫が有責のとき，妻が嫁資返還請求訴権を有し，妻が有責の
ときは，嫁資は夫に帰属することえまた，夫の死亡による婚姻解消の場合，
1 '7 Jレティヌスの『嫁資論』は， H. Kantrowicz， Studies in the Glossators of the Roman 
Law， Cambridge， 1938， Aalen， 1969， p.9←102， p.255-266に解説および校訂原文がある。
ここでは(第4節)，内来嫁資 (dosprofecticia)について， r父，親，直系尊属として与え
るなら，家父権が嫁資を内来とするわけではなく，単に，父，親，直系尊属という事実が
内来にするのである」と述べられており，家父権免除の娘に対する嫁資も，内来嫁資であ
るとの理解である。それ以外の嫁資が外来嫁資 (dosadventicia)となる。より厳密には，
A. Bechmann， Das ramische Dotalrecht， Erlangen， 1863-1867， S.425-427 (2. Abt.)を見よ。
本稿で問題となるローマの嫁資論については，特に S.422-442を参照。中世法学での議
論については， M. Bellomo， Ricerche sui rapporti patrimoniari tra coniugi. Contributo ala 
storia della famiglia medievale， Milano， 1961， Id， Dote， Diritto intermedio， in: Enciclopedia 
di diritto， XIV， 1965， p.8-32参照。プノレガノレスについては，後注4参照。彼が，女婿とし
て義父との閣で生じた自身の現実の事件で，嫁資返還義務が自らに生じる，不利な自説を
変えなかったとする有名なエピソードは，アゾーを通じて，サグィニーによっても紹介さ
れている。 F.C. v. Savigny， Geschichte des ramischen Rechts im Mittelalter， Heidelberg， 
1850， Darmstadt， 1956， Bd.IV， S.90-91.マノレティヌスとプlレガJレスの各説の論拠をわか
りやすく整理したものとして， Tractatus universi iurisに収録されているヨンスタンテイ
ヌス・ロゲリクスの『嫁資論~ (Constantinus Rogerius， Tractatus de dote，泊:Tractatus uni-
versi iuris， Venetiis， 1584， Tom.IX， c.335ra-346vb)の第 18章 (Qualiterdos a pa廿eprofecta， 
ad eum redire debeat.)も便利である。 Tractatusuniversi iurisに収録されている他の嫁資に
関するトラクタート Pスについては， M. Bellomo， Dote， Diritto intermedio， p.11， nota 25 
参照。 Tractatusuniversi iurisについては， G. Colli， Per una bibliogra白adei tratati giuridici 
pubblicati nel XVI secolo， Indici dei仕actatusuniversi iuris， Milano， 1994がある。マノレテイ
ヌスの主張の論拠は，法文としては，とりわけC.6.20.19，子が母の相続第一順位である
こと (Auth.9.1.1 = N.118)，さらに D.23.4.26 pr.， 2をはじめとする数多くのものがある。
また嫁資を婚姻の負担の故としているC.5.12.20から，妻の死後の子の養育を婚姻の負担
と捉えることや，婚姻の制度目的として子を産むことが宣言されている D.24.3.1なども
論拠とされる。これに対して，通説は， C. 5.18.4や，この法文に対する註釈が挙げる法文が
援用される。プ/レガノレス一般については， F. C. v. Savigny， Geschichte， Bd.IV， S.75ー123，H. 
Lange， R凸mischesRecht im Mittelalter， Bd.1. Munchen 1997 S. 162-170， マノレテイヌス一
般については， F.C. v. Savigny， Bd.IV. S.124-140， H. Lange， S.170-178参照。また，ロゲ
リヲス『嫁資論』第 18章第9節では，マJレティヌスがギペリーニ(皇帝派)ゴシア家故に
排斥されたことも述べられているが，この事情はサグィニーもチヌス『勅法集纂注解』を通
じて一般論として伝えるところである。 F.C.v. Savigny， Geschichte， Bd.IV. S.125. 
2中世法学の議論については，ここでは逐一検討しないが， M. Bellomo， Dote， Diritto 
intermedio (Fn.1)， p.8-32で，中世の主な学者の参照すべき箇所を知ることができる。
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子の有無にかかわらず，別段の合意がなければ，嫁資が妻に帰属すること3
については，中世法学において争いはなかったとされる。子がなく，妻が死
亡したとき，夫が内来嫁資を妻の父に返還する義務を負うことについても，
同様である。
これに対して，妻が死亡し子が残っているとき，内来嫁資は夫に保持され
るのか，あるいは妻の父に返還されるのかということが，論争の中心問題で
あった。ブノレガノレスが妻の父への返還義務を肯定したのに対して4，マノレ
ティヌスは，別段の問答契約がない限り，子が相続人として嫁資を相続し夫
が管理権を有すると主張したえ『ローマ法大全jの解釈としては，プ、ノレガノレ
スの説が通説となるが6，通説は，当時のコムーネの家族にとって必要と考
えられた規制とはズレ， また，都市法の規定ではむしろマノレティヌスの説が
優勢であったと言われる7。事実，通説を?とるアゾーでさえ， rしかし今日で
3嫁資j帯属をめぐる /νーノレが任意規定であり，合意または問答契約による別段の定め
が可能であることについては，前注 1で挙げたコンスタンティヌス・ロゲリヲス『嫁資論』
第 18章の冒頭でも述べられている。
4 ブノレガノレスの説とその論拠については，様々な史料から知ることができるが，すべ
て間接的なものであるとされる。 M.Bellomo， Dote， Diritto intermedio (Fn. 1)， p.24， nota 
159.とりわけ， Hugolinus， ~.269， p.441-443， in: G. Haenel (ed.)， Di悶 nsionesdominorum 
sive controversiae veterum iuris romani interpretum qui glossatores vocantur， Leipzig， 1834， 
Aalen，1964参照。ほかにも Vetuscollectio， ~. 55， p.40-42および Rogerius，~. 25， p.87-89 
を参照。これらの箇所からも中世の議論の重要な locicommuniがわかる。
5 Martinus， De iure dotium， ~. 30. ここに数多くの論拠が挙がっている。この節につ
いては，後注61を見よ。また M.Bellomo， Dote， Diritto intermedio (Fn.1)， p.192-198に
も，プルガノレスとマJレティヌスの説が詳しく紹介されている。
6アゾー，フゴリヌス，アックルシクス，オドフ V ドワスらイタリアの有名な註釈学
者のうち例外はプラケンティヌスのみであるとされる。
7 M. Bellomo， Dote， Diritto intermedio (Fn.1)， p.25-28には，都市法の状況の概観が
ある。これによると，ロー?法を適用していたボローニャ法はむしろ例外であり (1250，
1288年)，シエーナ法は，子のいないとき嫁資の 3分の lを夫， 3分の 2を父(1262年)，
後に折半 (1309-10年)を規定し，ピサなども折半であった。ピストイアは，結婚5年以内
なら折半，その後は夫が全額，パノレ?では，子がいなくとも，プVーシャでは，合意がなく
とも，夫が全額という規定であるという。シチリア王国はよりローマ法に忠実とされるが，
シラクーザのように4分の 3返還や，パ VJレモのように婚姻形態によって異なる規制を
するところもあった。プVーシャでは，子がいれば夫に帰属するとされ，フェッラーラ
は，はっきりマルテイヌス説に依拠しているという。こうした都市法の条文の背後には，
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は，慣習法上はそうではなく，マノレティヌスの説が守られている。なぜなら，
〔ローマ〕法には反しているが，嫁資は，子がいるときには，夫のもとにと
どまるからJと述べており S，後に見るように，標準註釈(以下，註釈)にも
その旨が記される。そして，狭義のローマ法学の展開だけに限ると，注解学
派のパノレトノレスにもパノレドクスにも目新しさは見られないと説明されるた
本稿では，こうしTこいわゆる伝統的な普通法学の状況をふまえて，人文主
義法学者アントワーヌ・ブアーグノレ(1557-1624年)~市民法推測論~ (以下，
『推測論~)の嫁資に関する一章を読んでいく 10。彼は，まずは，その第 I 巻第
16章 (1581年初版)で，マノレティヌスの説を擁護し(旧説)， その後，第 13巻
の数章(1602年初版)を嫁資論にあてて，ローマ法の解釈としても，通説で
あるプ)レガノレスの説を支持している(改説)11。本稿で， ファーグノレの若い時
代の，後に撤回されることになる説についてのみを敢えて限定して紹介する
のは，この箇所に，人文主義の影響を受けた法解釈学の手法のいくつかが，
明瞭に見られるからである。論争が中世以降どう展開したかの概観について
も， 19世紀の文献で容易に知ることができるにもかかわらず12， ここに
夫と妻の，家どうしの利害対立などがあったと思われる。
8 Azo， Lectura super codicem， Parisiis， 1557， Augustae Taurinorum， 1966， p.397. ad 
~. sileat ob liberos retentio de rei uxoriae actione (c. 5.13.1.5c)， n.9. (hodie tamen aliter est 
de consuetudine， etobtinet sententiam domini M[artini] quia dos apud virum remanet liberis 
extantibus: quamvis sit conむaius)入
9パノレトルスについては後述する。 M.Bellomo， Dote， Diritto intermedio (Fn.l)， p.25 
によれば，パノレド世スはこの論争を手短に述べ (ad1. post dotem (D.24.3.40))， ローマ法
と慣習法(非ローマ法)とが異なっていることを指摘するのみで (ad1. dos a patre (c. 5. 
18.4))，サリー チェも両説の論拠を挙げているにすぎない。
10ファー グノレの略歴， w推測論』の性格，第 l巻献辞の抄訳などにつき，拙稿 I人文主
義法学事始め」南山法学第 16巻1・2合併号 1-11頁， 33-37頁を参照。本稿で利用した
刊本は， 1630年ジュネーグ版 (AntoniusFaber， Coniecturarum iuris civilis libri viginti， 
Coloniae Allobrogum)および 1661年リヨン版 (Lugduni)で，欠落を補い合った。
11 W推測論』はまず最初の 3巻が 1581年に，第4巻から第6巻までが 1586年に，とも
にリヨンで出版された。全20巻の完成は 1604年である。 F.Mugnier， Histoire et co汀es-
pondance du premier president Favre， Premiere partie， Histoire d'Antoine Favre 1557-1624， 
Paris， 1902-1903， p.22-26. 
12 C.F. Gluck， Ausfuhrliche Erklarung der Pandecten， 27. Theil， Erlangen， 1825， S.205ー
(4) 
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ファーグノレの作品の紹介をすることが， この観点からすれば許され，また意
味があろう。
人文主義的な法解釈学の手法とは何か。なるほど，公権解釈がないとき，
あるテクストに対する新しい解釈の提示は，法解釈学の普遍的な営みであ
る。従って， wローマ法大全』の解釈に限定した場合，法文に対して，中世
法学とは別の解釈を提示したということ自体は，必ずしも人文主義的とは言
えない。すぐれて人文主義的な法学の新たな手法としては次のようなものが
考えられる130
219. ここでは，前注1で述べた，プjレガノレス自身が関わった法律問題への彼の首尾一貫
した態度のエピソード，逆に，プ/レガjレスの弟子アノレベリクスが，現実に生じた事件にお
ける自身の利害関係から改説し，マノレティヌスの説を採用したエピソードなども紹介され
ている。キュジャースは，違いの多くを，古法と新法との違いであるとして，論争を説明
しようとしたとされるが， これは後に扱う。グリュックは，ブアーグノレの改説にも触れて
いるが，内容の詳しい紹介はない。グリュック自身は，後に見る勅法の有名な Sileatob 
Iiberos retentio節(C.5.13.1.5c)乞婚姻中に娘が死亡したケースに適用し，またこの勅
法が，学説葉纂の前に作られたもの(クリューガ一大版によれば530年)であることを論
拠に，学説葉纂の多くの法文を，子がいないケースに限定して解釈することはできないと
する。ここではこれ以上のグリュックの立論を紹介して，ブアーグノレの解釈と比較するこ
とはしないが，このようなタイプの歴史的解釈が， どの程度，利用可能なものなのかを予
め定めておくことは， wローマ法大全』を一つの規範体系として把握するときには重要で
ある。編纂過程の経緯が，各法文の効力にどのような影響を与えるのかについての，サ
グィニーの議論はっとに知られている。 F.K. v. Savigny， System des heutigen romischen 
Rechts， BerIin， 1840-1856， Aalen， 1981， Bd.l. ~.4 1-45. 
13人文主義法学の特徴は一般の法学史の叙述でも述べられているが，例えば，後代オ
ランダ典雅法学のノートに関する研究で，人文主義法学の手法による，ノートにとっては
比較的遅産の，アクィリクス法に関するモノグラフの解説で，人文主義的なアプローチが
整理されており，具体的でわかりやすい。 G.C. 1.1. van den Bergh， The Life and W ork of 
Gerhard Noodt (1645-1725)， Dutch LegaI Scholarship between Humanism and Enlighten-
ment， Oxford， 1988， p.174.我国では，野田龍一先生の一連の作品によって，人文主義の
新たな知見による具体的な法解釈面での成果が知られてきた。最近では，飛世昭裕「クヤ
キクスのパピニアヌス文(学説葉纂第一九巻第五章第一法文)釈義一一クヤキクスの訴権
論付一一j帝塚山法学第3号 131-196頁が，前書訴権に対するキュジャースの解説を通
じて，彼の古典法へのアプローチの具体例を紹介されている。人文主義法学に関する我国
の作品については同， 143-145頁を参照。また人文主義法学の典型的な手法の簡潔な紹介
として， M. Tanaka， Legal humanism and the consequences oftextuaI criticism， in: BuIIetin 
ofthe Nanzan Centre for European Studies， Vo1.3， 1997， p.41-54もある。
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ブイレンツェ写本および『パシリカ法典』などビザンツ法源の利用によ
る，流布本にない(ギリシャ語)部分の復元，写本やギリシャ語文献に依拠
した法文修正，さらには必ずしも書かれた写本文献にはないが，法文聞の整
合的な説明のための推測 (coniectura)による法文修正(修正には，法文そのもの
の修正・単語自体の修正だけでなく，句読点や法文の区切りの変更なども含まれる14)，
パリンゲネシア(再構成)作業による法文の新たな位置づけ(もっとも，古典期
の法を直接研究することを志向するのか，あくまで『ローマ法大全』の正しい理解を目指
すのかの違いはある)， Wローマ法大全』以前の， または以外の史料(本稿でも取
り上げる『クノレピアヌス・ローマ法範~15 といった直接の法学文献，キケロの法廷弁論，ひ
いては，クァッラやコルメッラの『農業論』といった非法学文献)を駆使した法文の
新たな理解，古典期法学者への尊敬からの(彼らの論述を，エレガントなもの，
つまり鋭くかっ的確で美しし無駄で不合理な議論をしていないものであるとの想定のも
とでの)法文の新たな解釈などが挙げられる。政治上・公法上の問題への新
たなコミット，アプローチや，テクストクリティークの持つ様々なインプリ
ケーションといった広がり 16に立ち入らず，比較的狭い視野で人文主義法学
を見た場合，以上のような特徴を挙げることができょう。もちろんこれら
の手法は， Wローマ法大全』に採用された各法文・制度の歴史的発展や，付註
(Glossemata)，さらには『大全』編纂時の改輩研究に役立てられる可能性のあ
ることは言うまでもない17。後にファーグル自身が改説することを承知で，
あえて独立した覚書を公にするのは，繰り返しになるが，彼の叙述が， これ
14例えば， Antonius Augustinus， Emendationum et opinionum libri IV， Lib.l. cap.IX. 
col. 1457， in: E. 0仕o(curat)， Thesaurus iuris romani continens rariora meliorum interpre-
tum opuscula， Basileae， 1741ー1744，Tom.IIIが，この問題を「句読点ゆえにどの箇所が誤っ
ていると我々は考えているかJ(Quibus locis erratum esse opinemur ob verborum inter-
punctiones)という表題の下で扱っている。有名な論争を簡潔にまとめたものとして， H.E. 
Troje， Graeca leguntur. Die Aneignung des byzantinischen Rechts und die Entstehung eines 
humanistischen Corpus iuris civilis in der Jurisprudenz， Koln， Wien， 1971，5.33-36参照。
15 Wクノレピアヌス・ローマ法範』については後注49を見よ。
16木庭顕「政治的・法的観念体系成立の諸前提」村上淳一他編『社会変動のなかの法』
『岩波講座社会科学の方法~ IV (1993年)岩波書底， 229-260頁。
17 原田慶吉『ローマ法一改訂ー~ (1955年)有斐閣， 31-34頁。
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らの人文主義的な手法の一部をわかりやすい形で用いているからである。
本稿での目的は，あくまで『ローマ法大全』の解釈として，中世法学以来
解釈対象となった雑多な法文を，人文主義法学者であるファーグノレが，旧説
においていかに整合的に説明しようとしたかを紹介することであり，ここで
は，彼の叙述を逐語訳しながら解説するスタイノレをとる。なお， w推測論』
の原文は脚注ではなく末尾に，印刷刊本に付された節で、区切って掲載する。
2. W市民法推測論』
最初に，利用した印刷刊本に付されている，章のタイトノレと各節の要旨を
挙げておこう。
第 I巻第 16章 「内来嫁資は，子が残っているときには，古法によって
も新法によっても， (妻の〕父に回復されないことj
第 I節 この問題に対するマノレティヌスとプノレガノレスの対立説。
第2節 マノレティヌスの判断解釈が古法にも新法にも適っていること。
第3節 D. 36.3.18.1 Iこ対するアックノレシクスの解答。
第4節 C. 5.18.4における「家娘J(日liafamilias)という単語は挿入された
ものである。
第5節 子が残っているときには，内来嫁資は父に回復されず，なぜ夫
にとどまるのかの理由。
第6節法文 (D.24.3.40)の事件と修正。
第7節 『ヲノレピアヌス・ローマ法範~ r嫁資について」の章第2節にお
ける箇所は，残っている子ではなく，先死した子についてである
と理解せねばならないこと。
第8節 法文 (D.23.4.26.2)の真の問題と正しい判断解釈。
第9節古法によれば，なぜ，妻が死亡すれば，先死した子l人あた
り5分の lが〔夫に〕残ったのか。
(7) 
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第 10節 かつては，なぜ，離婚の時に残っている子のために，嫁資の
6分の lが残されたのか。
第 11節嫁資の半分についてだけ，子 I人あたり 6分の lは，古法に
おいて保持されるのが通例であったこと。
第 12節離婚がなされたときに生じる 6分の lの保持が，ユ帝により
廃止されたこと。
第 13節ユ帝の何らかの勅法によって 5分の lが廃止されたかどう
カ3。
2-1.論点の整理と D.36.3.18.1(第 l節から第3節)
最初の第 1節では，説の対立と通説の状況が簡潔にまとめられている。
「婚姻中に娘が死亡し子が残っているとき，内来嫁資が父に回復されるか
は，ブノレガノレスとマノレテイヌスの聞で激しい議論が繰り広げられた古い問
題である。アツクノレシクスが多くの箇所で言及しているように，事実，プ
ノレガノレスは回復されるとし，マノレテイヌスは子のために夫にとどまると主
張していた。マノレティヌスの判断解釈は，慣習法上はこの判断が守られて
いることを誰もが証明しているほどに，一般には衡平であると考えられて
いるのであるが， しかし cwローマ法大全』の解釈としては〕正しいとは
思われず，昔の解釈学者たち全体を見ても， そのうちで，プノレガノレスの判
断解釈を，法の目的からして正しいとして擁護しない者を汝はほとんど見
出さないほどであるん
この議論のほかの紹介でも大抵このようにまとめられていると思われる。
慣習法 (consuetudo)という名称でまとめられている，非ローマ法・地域特別
法の知識が実務上は要求されることになるわけだが，援用する法源の違いに
すぎず，マノレティヌスの説を『ローマ法大全』の枠内で正しいとする意味は
あまりないと考えられるかも知れない。しかし，ローマ法上認められた制度
か，慣習法上の制度であるかは，単に援用する法源が異なるだけでなく，そ
(8) 
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の射程範囲や厳格解釈の問題が生じることもあろう。事実パlレトノレスはこの
問題を次のように整理している180
「そして嫁資が保持されるのが， (ローマ〕法上か，慣習法上かの議論
は，多くの問題について有益なものである。第ーに，例えば，最初の婚姻
からの息子を有する家娘が再婚し，内来嫁資を有しているが， (この再婚
からの〕息子はなく再婚中に死亡する。確かに， もし〔ローマ〕法上マノレ
テイヌスの説が正しいなら，最初の婚姻の息子らが嫁資を相続する。もし
〔ローマ〕法上正しくなければそうではない。なぜなら，慣習法が，嫁資
は同じ婚姻の息子たちのために夫にとどまるとしていれば，これはほかの
ケースには拡張されないから。法文 (D.24.3.64.9)および (D.1.3.14)。そ
してヤコプスやプノレガノレスは法文(C.3.38.12)に対する注釈でこう考えて
おり，その報告でも見出される。そして私はこれが正しいと考える。なぜ
なら，息子たちが同じ婚姻からであることが必要であるからj。
これに対してブアーグノレは， wローマ法大全』の解釈としても，子がいる
ときには夫の嫁資保持を認めるマノレティヌス説が正しいと主張するのであ
る。彼は，第2節で，次のように述べて根拠法文を挙げている。
「しかし，近年の学者の多くが反対であるにもかかわらず，私は，古法に
おいてのみならず〔ローマ法の〕最終段階の〔ユ帝〕法においても，マノレ
18 Bartolus， ad 1.Post dotem (D. 24.3.40)， Venetiis， Tom.III， foI.29r-29v. n.30: < Et ista 
disputatio an de iure an de consuetudine dos revertatur， est utilis propter multa. Prirno ecce 
fiIiafa. habens fiIios ex primo matrimonio， nupsit secundo羽ro，et habet dotem profectitiam 
et moritur in secundo matrimonio sine fiIis. Certe si de iure est vera opinio Mar[tini] suc-
cederentin dotem臼iprimi matrimonii: quia [del. = 1528] prima causa est liberorum. Si de 
iure non est vera， tunc secus. Nam cum consuetudo dictet， quod dos remaneat apud virum 
propter fiIios eiusdem matrimonii， non extenditur ad alium casum， ut1. si vero.事.de viro. 
i. e. (D.24.3.64.9) et 1. quod vero. s. [1585， i.= 1528] de legi. (D. 1.3.14). Et hoc tenuit 
Ia[cobus] Bu[lgarus] in 1. fi. C. communia utriusque iudi. (c. 3.38.12) et ibi reperitur in 
reportationibus suis. Et hoc puto verum: quia de eodem matrimonio [1585， del. = 1528] 
oportet filios consistere )).パノレトノレスについては， Bartolus de Saxoferrato， Opera， Tom. 
I-IX， Venetiis 1526-1529， Roma， 1998 (curavit G. Polara)を底本に， Bartolus， Opera， Tom. 
I-X， Venetiis 1580-1585， Tom.XI (Gemma legaIis)， Venetiis 1590を参照し，補充・修正
した。引用箇所の指示は前者による。
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ティヌスの説が最も衡平で、あり最も正しいとはばかることなく主張しよ
う。確かに，法文 (D.36.3.18.1)は，古、法において妻が内来嫁資を得たの
は子のためにであったことをはっきりと示している。この法文で，法学者
〔スカエウォラ〕は，生きている子が 1人であってもその子のために，嫁
資が夫のもとになければならないことについて，疑ってはならないかのよ
うに述べているj。
ファーグノレが自説の証拠法文として最初に挙げているのは， この問題を正
面から議論して主張している箇所ではなし法文中の夫についての関係節で
「嫁資がとどまっていた夫Jと述べて， これを当然のこととしているとも解
釈できるものである。ここでは法文の文の構造が問題とはならないので，少
し意訳をして紹介すると，法文はこうである。
D.36.3.18.119 スカエクォラ『法学大全』第29巻
妻は，寄託の担保を供させずに夫に物を寄託していたが，遺言を作成
し，夫との聞に子を[l人〕残して〔死亡した〕。その物は〔妻の〕相続
人である父に返還されねばならないか，それとも，相続財産すべてについ
ての増加は，被相続人の子に回復されねばならなかったので，嫁資がとど
まっていた夫のもとにとどまるのかと，同じ者が問う。妻のものとして
あったもので嫁資でなかったものは相続人に返還されねばならないと解答
している。
〔括弧内の補足，下線は筆者による。以下同じ。〕
19 D.36.3.18.1 SCAEVOLA libro vicensimo nono digestorum. 
Idem quaesiit: testatricem apud maritum suum， ex quo filium reliquerat， res deposuisse 
non exacta caustione depositionis: an ea res pa仕iheredi restitui debeat? an vero quoniam 
emolumentum totius hereditatis ad filium defunctae reverti deberet， apud maritum remane-
ret， apud quem dos remansisset? respondit， quod mulieris mansisset nec泊 dotefuisset， resti-
tuendum esse heredi. 
学説集纂，勅法集纂のテクストは，以下のモムゼン・クリューガ一大版を使用した。 T.
Mommsen = P. Kruger (ed.)， Iustiniani Augusti Digesta， Tom. 1， Berolini， 1870， Hildeheim， 
1997， Tom. 2， Berolini， 1870， Berlin， 1963; Paulus Kruger (ed.)， Codex Iustinianus， Berlin， 
1877 
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下線部に対する註釈も，これがマノレティヌス説の論拠となっていることを
指摘しつつ，通説の側から二つの解釈を提示している20。
註釈「マノレティヌスは，ここでは子がおり嫁資が夫にとどまることをよ
しとしている。しかしヨハネスは， このように合意があったと述べてい
る。または，ここでは遺言者〔たる妻〕は， (家父権を〕免除されていた
ので，このように命じたのである。そうでなければ遺言の作成はできな
かった。法文 (D.39.6.25.1)のように。これによれば法文(C.5.18.4)も反
論とはならない」。
こうして，註釈は，合意の存在か，妻が家父権に服していなかったことか
ら，子が残っているときに嫁資が夫にとどまることを説明しようとする。前
者の想定は，いずれの説にとっても，不都合な法文に対し利用しやすいもの
ではある。後者の場合分げについても論争の対象ではあったが，プアーグノレ
はそれを次節で非難している。ちなみに， 19世紀にパンデクテンに対する浩
輸な解説書を著しているグリュックは，法文の真の問題を本格的に論じつつ，
問題の「嫁資がとどまっていた夫jを， [" (理由はともかく)嫁資がとどまって
いる夫」と読んでいる21。このように法文のある部分を，たまたまその事件
20 Glossa Remansisset ad ~. idem quaesiit， 1. Quae filium (D.36.3.18.1):αGaudet 
M[artinus] quod hic extantibus filus remanet dos viro. Sed Io[hannes] dicit， quod sic fuerat 
pactum. Vel hic testatrix sic praecepit: erat enim emancipata: alias non poterat testari: ut j.de 
do.ωu. moれ Lωm お~.filius (D. 39.6.25.1) secundum hoc non obstat. C. sol. ma目 l.dos (C. 
5.18.4) ))標準註釈については，二つの復刻版IoannisFehi Corpus Iuris Civilis Iustinianei， 
Lugduni， 1627， Osnabruck， 1966および AccursiiGlossa， Venetiis， 1488-1489， Torino， 
1968-1969 (Corpus Glossatorum Iuris Civilis， Tom. VII-XI)を使用した。ほかに例えば
Augustae Taurinorum， 1576 (Spangenberg， n.295)などを比較に利用した。
21 C.F. Gluck， Pandecten (Fn.12)， 27. Theil， S.213. iその婚姻からの子がいるなら，内
来嫁資が父に返還されず夫にとどまることは，この法文で明白であると言われている。し
かしこの法文でこの問題に決着がつくわけでは決してない。スカエクォラが問い合わせを
受けたのは，まさに，嫁資が夫のもとに〔現実に〕とどまっていたケースである。この嫁
資が内来か外来かは〔法文では〕全く述べられていない。いかなる理由で嫁資が夫のもと
にとどまっていたのかも，我々にはわからない。子のためか。絶対に違う。なぜなら，嫁
資が内来であったとしても，父は，子のために 5分の lの控除だけ承服せねばならなかっ
たであろうから〔グリュックは，後に見る『クノレピアヌス・ローマ法範』での規制からス
カエヲォラ法文を理解しようとしている)。このことが重要なのでは全くなかった。スカ
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の事実関係が記載されているにすぎないとして，要件論からはずしたり，そ
れはノレールを述べているわけではないとすること自体は，ローマ法解釈学の
一つの手法であり，後に検討する法文でもなされるが，そこには何らかの基
準があるのであろうか。これについては後に少し触れることにしたい。
ブアーグノレは，次に第3節で， アックノレシクスやパノレトルスのこの法文に
対する対応を述べて非難する。
「なぜなら， アックノレシクスとパノレトノレスは， この箇所では家父権を免除
された娘について論じているのだと解答しており，このことは遺言を作成
したと想定されているので，なるほど正しいが， しかし反対説を排除する
ことには全くならないからである。実際，たとえ家父権を免除されていた
にせよ，娘に与えられた内来嫁資は，にもかかわらず父に回復されること
は確実な法であるから，この部分では，家父権を免除された娘は家娘とは
異なると評価されてはならないのである (D.24.2.5)(D.24ふ59)J。
註釈では，家父権から離れた娘であることが， r嫁資がとどまっていた夫」
の説明のーっとされていたわけである。この法文で，娘が家父権から離れて
いることは，註釈自身も指摘していたように，娘が遺言作成能力を有してい
たことから明らかであり，プアーグノレ自身も認めるところではある。パノレト
ノレスも，同法文の前節に対する注解で，父が法定管理人であるかについては
註釈と説を異にしているが，娘が家父権に服していないと述べている220 し
エクォラはこの事実関係をついでに伝えているにすぎず，彼は，娘から相続人に指定され
た父は，彼が死亡したとき，娘の終意によって彼女の息子に遺産を回復しなければならな
かったから，妻が夫に寄託していた残余の財産もなぜ夫にとどまらねばならないのかとい
う論点を取り上げている。スカエクォラはそこで全〈正しい結論を述べている。つまり，
夫は，にもかかわらず，妻の財産を，嫁資を例外として，相続人としての父に返還しなけ
ればならないのである。しかしその婚姻からの子がいれば父に返還されず夫にとどまるこ
となど，ここでは述べられていないんこれは首項やその事案解説にそう解釈でもある。
22 I父はこの娘の法定管理人であるかと私は問う。そして註釈はそうだと述べている。
しかし法文に立ち戻ると註釈は正しくない。なぜなら遺言を作成しているのだから，娘は
家父権に服していなかったのであり，それ故，彼は，法文(C.6.61.8)のように，さもな
ければ〔服していれば〕そうであるが，法定管理人ではないJoBartolus， ad 1.Quae filium 
(D. 36.3.18)， Tom.IV， fol.181v， n.2αQuaero， an iste pater sit legitimus administrator huius 
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かしフアーグノレによれば，これは「嫁資がとどまっていた夫」を説明する解釈
ではない。家父権に服しているか否かは，嫁資の回復・帰属問題には関係な
いのである。そして，彼は，節の末尾で，娘が家父権を免除されていようと
もやはり嫁資返還義務が生じている例として二つの法文 (D.24.2.5)(D. 24.3. 
59)を援用する。この二つの法文は，家父権に服さない娘の死亡によって父
への嫁資返還義務が生じるが，これを避けるため予め離婚しておいても，こ
の返還義務を回避できないとするものである。もっとも，双方の法文に対す
る註釈刊本に付された事案解説 (casus)は，父への返還義務を，ここでもや
はり「婚姻中に妻が死亡したときの返還を約束した」問答契約の効果として
説明しており汽通説の立場に整合させている。
filiae? Et glo. dicit quod sic. Sed ista gl. referendo se ad tex. non est vera， quia ista自lianon 
erat in potestate cum fecit testamentum， ideo non est legitimus administrator， qui alias esset， 
ut 1. fi. C. de bo. q. li. (c. 6后1.8)) 彼は，註釈のように，家父権を免除された娘に対す
る父の法定管理権を想定していない。
23 D.24.2.5 クノレピアヌス『告示注解』第34巻
家父権を免除された娘が，夫に嫁資の利益を与えようとして，婚姻継続中に彼女が死亡
すれば内来嫁資を請求できることになっている父を欺くために離婚したとき，父が嫁資を
失わないように，父に援助がなされねばならない。法務官は，夫と同じく父にも援助しな
ければならないからである。従って，婚姻継続中に娘が死亡したかのように，嫁資の請求
訴権が父に与えられねばならない。
D.24.2.5. ULPIANUS libro trigesimo quarto ad edictum 
Si filia emancipata idcirco diverterat， ut maritum lucro dotis adficiat， patrem fraudet， qui 
profectitiam dotem potuit petere， siconstante matrimonio decessisset， ideo patri succurren-
dum est， ne dotem perdat: non enim minus patri quam marito succurrere praetorem oportet. 
danda igitur est ei dotis exactio， atque si constante matrimonio decessisset fuia. 
この法文に対する事案解説 (αsus)には「父は，娘が婚姻中に死亡したら自らに回復さ
れるようにとの問答契約をなし，そうでなければ夫に利益となってしまうと述べた。娘は
夫への愛情から，父を憎んで離婚した。婚姻中に死亡せず，夫の利益となるようにであるJ
(Pater '" stipulatus est sibi reddi， sifuia decederet in matrimonio: alias dixit quod vir lucre-
tur. F自iain odium patris propter amorem viri divertit. ut sic non decederet in matrimonio， 
et vir I ucretur ...)とある。ちなみに，ファーグfレは『実務家誤謬集』第99章誤謬8で，
封や永借権の対象となっている物についての通謀虚偽表示とされる交換の問題に，この法
文を援用している。A.Faber， De erroribus pragmaticorum et interpretum iuris， IV et ultima 
pars， Coloniae Allobrogum 1615， p.904-905 
D.24.3.59ユリアヌス『クノレセイクス注解』第2巻
家父権を免除された，病気である私の娘に，夫は，彼女が死亡したときに嫁資を私でな
(13 ) 
147 
2-2.法文の単語削除と単語の理解(第4節)
次の第4節は，法文の単語の削除を主張するものである。問題の法文はこ
うである。
C. 5.18.424 皇帝アントニクス
父からの内来嫁資は，家娘である妻が婚姻中に死亡したなら，父に戻ら
オユばならない。
〔勅法集纂の法文については皇帝名のみ記載。以下同じ。〕
〈彼女の相続人に帰することを目的に，離婚を通告した。サピヌスは，私に彼女の嫁資の
取戻しについての準訴権が与えられるべきであると述べた。ガイクスもまた同じである。
D.24.3.59. 1ULIANUS libro secundo ad Urseium Ferocem. 
Filiae meae emancipatae et aegrae vir in hoc repudium misit， ut mortua ea dotem potius 
heredibus eius quam mihi redderet. Sabinus dicebat utile mihi eius dotis reciperandae iudi 
cium dandum ese: Gaius idem. 
この法文に対する事案解説 (casus)には， I家父権を免除された私の娘のために，私は，
ティティクスに嫁資を与え，もし婚姻中に死亡すれば，私に嫁資が復帰されるとの問答契
約を受けた。それ故，私が一つのケースだけに問答契約を受けたら，妻またはその相続人
は，別のケースに，つまり，もし離婚が生じれば， [嫁資を〕有することになる。法文 (D.
24ふ22pr.)のように。夫は，妻が病気であるのを見て，私を偽問するために，婚姻中に死
亡するというようなことのないように，嫁資が，彼女からの，従って彼女の相続人である，
子にとどまるように，彼女と離婚する。確かに，ここでは，にもかかわらず，私は嫁資訴
権を有すると言われる。ヲィワイアヌスJ(Dedi Titio dotem pro filia mea emancipata: et 
stipulatus fui， utsi ea decederet in matrimonio， ad me dos reverteretur. Unde cum fuerim in 
unum casum tantum stipulatus， inaIium debet habere mulier vel heres eius， scilicet si fiat 
divortium: ut supra eod. 1. si cum dotem. in prinαipio (D. 24.3.22 pr.). Maritu5 cum videret 
eam aegram， in丘audemmeam fecit divortium cum ea， utsic ipsa in matrimonio non dece 
deret， sicque dos remaneret liberis: quos ex ea habuit， heredibus eius. Certe dicitur hic quod 
nihilominus habeo actionem de dote. V1V1ANUS).事案解説 (casus)については， F.K. v. 
Savigny， Geschichte (Fn. 1)， Bd. V， S.339-340， H.Lange， Romisches Recht (Fn.l)， S.369-370 
参照。
24 C. 5.18.4 1MP. ANTONIUS A. APOLLON10. 
Dos a patre profecta， siin matrimonio decesserit mulier filia familias， ad patrem redire 
debet. 
(}4 ) 
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この法文で「家娘J(Filiafamilias)とあることから，家父権を免除されていた
ときだけ父には戻らないとの解釈が可能となる。「家娘jに対する註釈を見る
し通説とマノレテイヌスの説が，根拠法文を指示しつつ紹介されているお。
註釈「このように家父権に服していた。なぜならもし家父権を免除され
ていたなら逆であるから。法文(C.5.13.1)で我々が述べたように。そこ
ではその婚姻からの子がいれば，にもかかわらずこの法文が適用されるか
が問われている。保持の合意がなされていなければ適用されるとヨハネス，
プノレガノレス，アゾーそして私〔アックノレシクス〕は考えている (D.23.4.12)。
そして我々に有利なのは法文(C.5.13.1.5c) (D. 23.4.12) (D. 23ふ6pr.) (D. 
6.61.2) (D. 46.8.25 pr.)26 (D. 21.2.71) (D. 24ふ10pr.) (C. 2.18[19].13) (C. 
25 Glossa Piliafamilias ad 1.Dos a patre (c. 5.18.4): < et sic erat in potestate. Nam secus si 
emancipata: ut diximus s.de rei uxo. act. ~. extraneum (c. 5.13.1). Hic autem ilud quaeritur: 
si sunt白liex eodem matrimonio: an nihilominus habeat locum haec lex? Ioan[nes] et 
B[ulgarus] Azo， etnos quod sic: nisi sit factum pactum retentionis f de pa. do. 1. si pater 
dotem (D. 23.4.12) et pro nobis est supr. de rei uxor. act. ~. sileat (c. 5.13.1.5c) et dict. 1. si 
pa花rdotem (D. 23.4.12) et f de iure dot. l. iure in princ. (D. 23.3.6 pr.) et infr. de bo. quae 
lib. l. i. (D. 6.61.2) etff rem ra. ha. 1. fin. in prinι(D. 46.8.25 pr.) et f de evic. 1. pater (D. 
21.2.71) et ff solut. matrimo. l.si ab hostibus. in prinι(D.24ふ10pr.) et supra de neg.・gestお.
l. quod in uxorem (c. 2.18(19).13) et de iure do. l.avia (c. 5.12.6) etff de in rem ver. 1. et ideo. 
in fin. (D. 15.3.7) et l.seq. (D. 15.3.8) et f ad Maced. l.si filiu抑m目 inid (D. 14.6.17). Item 
probatur hoc aperta ratione， nam actio， quae acquiritur extraneo danti dotem ex pacto， vel 
stipulatione， acquiritur patri ex ipsa lege: sed extraneus repetit dotem mortua muliere etiam 
intervenientibus liberis: ergo et pater. Item actio de dote communis est patri， etfiliae: unde 
vel patre mortuo， vel filia emancipata， ad solam mulierem pertinet etiam exheredatam: ut 5 
de rei uxo. act. ~. videamus (c. 5.13.1.1). Ergo et filia mortua dos generaliter ad patrem 
pe此inet.Mar[ tinus] autem dixit contra: et hanc， etalias praedictas intelligebat liberis non 
叩 stentibus:et pro eo Instit. de hered. quae d俳.~. sui (Inst. 3.1.2) [et ad lが 1.pater 
familiam. (D.35ユ14)del. = 1627] et f de lib. et pos的u.1. in suis (D. 28.2.11). Item et j. de 
cola. 1. illam (c. 6.20.19). Sed ibi resp[ondi]. Sed M[artini] opinio usu praevalet: [quia haec 
lex intelligitur si decedat sine liberis del. = 1488] >>.ちなみに事案解説 (casus)は， r娘のた
めに嫁資を与える父は，婚姻中に死亡し，そして〔法文は家娘としているので〕父の権力
に服していれば，嫁資を返還できるかと関われる。できると述べられるJ(An pater dans 
dotem pro filia， ea decedente in matrimonio， etin sua potestate constituta， possit dotem 
repetere， quaeritur? Dicitur quod sic.)としている。
26原文では末尾法文とあるが，今日の末尾法文である第26法文は，フイレンツェ写本
(15 ) 
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5.12.6) (D. 15ふ7)(D. 15.3.8) (D. 14.6.17)である。合意または問答契約に
基づいて嫁資を与える家外者に取得される訴権は， (まして〕父には法律
自体に基づいて取得されるという，明白な理由からしでもこのことは同じ
く証明される。〔この場合〕家外者は，妻が死亡したときに子がいても，
嫁資を返還請求できるのである。従って父も〔当然〕である。同じく嫁資
訴権は，父と娘に共有のものである。それ故，父が死亡したときであれ，
娘が家父権を免除されたときであれ， (訴権は〕妻だけに帰属するのであ
る。たとえ彼女が相続廃除を受けていたとしてもである。法文(C.5.13.1. 
11)のように。従って，娘が死亡すれば嫁資は原則として父に帰属する。
しかしマノレティヌスは反論していた。彼はこのことも，上述の別のことも，
〔あくまで)i子がいなければJ(の話である〕と理解していた。そして彼に
有利な法文は (Inst.3.1.2) (D.35ユ14)(D.28.2.11)であり，同じく法文
(C. 6.20.19) もそうである。しかしこの法文のところで私は解答した〔後
注36参照〕。もっとも実務・慣用上はマノレテイヌスの説が優勢である」。
このように，註釈は，ブノレガノレスの説を支持しつつ，末尾では，本稿の
「はじめにJで述べたアゾーの基本的な所見と同じく，実務・慣用上はマノレ
ティヌスの説が広がっていると述べている。これに対して，バルトノレスの見
解は，法文 (D.24.3.40)に対する注解，印刷刊本での第28節以下で次のよ
うに詳しく述べられている。後に扱う論点も含まれるが，ここで予め紹介し
ておこう 27。
にもなく， wパシリカ法典』無名氏からの後代の復元であり，ゴドフロワ版やゲパクアー
版段階でさえ存在しない。
27 Bartolus ad 1.Post dotem (D. 24.3.40) Tom. II， fol.29r-29v， n.28-29: (Quinto quaero 
quid in dote profectitia ubi nulla stip叫atiointervenit et flia in potestate mortua est in matri-
monio superstitibus Jiberis， an debeat dos ad pa廿emreverti? Ista quaestio est antiqua et 
dificilis， etfuerunt [1585，白it= 1528] opi[niones] oJim et hodie， liberis [1585， non = 1528] 
extantibus. Nam Mar[tinus] antiquus glossator dicebat dotem non remanere apud patrem. 
Primo per casum 1.Ilam C. de col. (c. 6.20.19). Secundo per rationem， quia in successione， 
prima causa est filiorum， etsic自lipraefとrunturpatri. Et istam rationem ponit C. eo 1.dos a 
patre (c. 5.18.4). Item pro eo videtur casus s. de pac. do. 1.i. (D. 23.4.1) et 1. inter socerum 
in prin. et~. cum inter (D. 23.4.26 pr.， 2)i. de leg. i. 1. uxorem. ~. test[tamen]0 (D. 32.41.4 
(16 ) 
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et s. de minoribus 1.ii. '¥i. sed utrum (D.4.4.3.4) ubi dicitur quod dos est proprium patri-
monium ipsius filiae， ergo transmi凶tad filios. ut s. e. 1. si ab hostibus (D. 24.3.10). Et in hac 
1. videtur casus a contrario sensu. Et ista iura inducuntur hic per glossam， pro Martino. Item 
pro se inducit casum， ut le. no. ca. 1. fi. '¥i. i. (D. 36.3.18.1) et ibi gl. hoc tangit， Pe[trus] de 
Bel[lapertica] et quidam ali mod[erni] tenent istam opinionem， etde iure addunt ratio-
nem. Dos datur propter onera matrimonii， ut1. pro oneribus C. de iu. do. (c. 5.12.20) et 
m[at]rimonium est favorabile propter liberorum procreationem， ut s. e. 1. i. (D. 24.3.1). Sed 
onus liberorum remanet apud patrem， ergo， etc. ut 1.si maritus.白.ercis. (D. 10.2.46) et s. de 
iu. do. 1. si is.事.i. (D. 23.3.56.1). Ali ut Bul[garus] Io[annes] et Azo， sunt in contraria 
opinione quod indistincte revertatur ad patrem， nisi sit factum pactum in contrarium， ut1. 
dos a patre. C. e. (c. 5.18.4) et de pac. do. 1. si pater in prin. (D. 23.4.12) C. de bon. quae li
1. i. (c. 6.61.2) i. rem ra. ha. 1. fi. (D.46.8.26) et i. de so. 1. si pater (D. 24.3.4) s. e. 1. si ab 
hostibus (D. 24.3.10) C. de ne. ge. 1. quod in山 orem(c. 2.18.13) et s. ad Mace. 1.filiusfa. (D. 
14.6.17) cum si[milibus] nota[tis] in [del. = 1528]1. dos a patre (c. 5.18.4). Sed ad omnes 
istas leges respondet Mar[tinusJ， quod debe[n]t distingui secundum praedictas leges. Sed i1la 
non est bona responsio， uti. patebit. Item hoc probatur per rationem sicut in extraneo: ut no. 
in. d.1. dos a patre (c. 5.18.4). Item per aliam rationem. Quatenus duo participant idem， ilud 
debet servari de uno， quod debet servari de altero， ut 1.si de meis. [sic] s. de arb. (D.4.8.34 
= side re sua) et 1. fi. C. d. duo. re. (c. 8.39.4) et C. de企uct.et lit. expe. 1. fi. (c. 7.51.6) cum 
simili sed mortuo patre consolidatur actio in filiam sine distinctione， ergo idem mortua filia 
[del. = 1528]. Et hanc rationem ponit etiam gl. in d. 1. dos a patre (c. 5.18.4). Per quam 
rationem Dy[nus] tenuit iIam opinionem de iure. Sed qui tenent contrarium， respondent， 
quod hoc est [del. = 1528] verum， quando in utroque est eadem ratio: hic secus. Item inducit 
gl. C. de rei山 act.1. unica. '¥i. sileat (c. 5.13.1.5c) ubi dicitur expresse. Sed Mar[tinus] res-
pondet， quod ibi fuit matrimonium solutum divo口io，et sic innuit tex. ibi， dum sequitur， con 
tra uxorem， etc. et sic innuit山 oremsempervivere [supravivere = 1585]. Praeterea ilIud 
privilegium， ne istae retentiones fiant， non transiret ad alios heredes nec ad patrem， ut i 
dicam. Item inducunt i. eodem 1.si dotali (D.24.3.48)， sed dic ut ibi. Item facit i. de do. 
praeleg. 1. i. in pri. (D. 33.4.1 pr.) sed responde eo. modo. Item facit contra Mar[tinum] quia 
secundum ista tempora filiusfamilias non habeat haeredem， ut 1.i. i. de ca. pec. (D.49.17.2) 
ergo non transmittit ad filios tanquam ad haeredes. Istam r[ati]onem facit Azo in su[mma] 
sol. mat. circa fi. Sed potest responderi， quod immo habet in dote， ut s. dixi. Item contra 
Mar[tinum] inducit Ia[cobus] de Ra[vanis] filia [1585， filius = 1528] non potest plus iuris 
tranferre in heredes， quam habeat， utde reg. iu. 1. nemo plus iuris (D. 50.17.54)， etin 1. in 
his. '¥i. non debeo (D. 50.17.175.1) et 1.heredem eo. tit. (D. 50.17.59). Sed ipsa filia erat huius 
conditionis quo solutione matrimonio dos revertebatur ad patrem， ergo idem in filis ipsius 
Propter quam rationem Iac[obus] de Ra[vanis] et C戸[us] tenent sequendo eum， istam 
opinionem in 1. dos a patre (c. 5.18.4). Sed certe haec ratio non concludit， quia filia habebit 
hoc ius: quia ea non eXIstente in patria potestate dos erit integra sua， utin d. '¥i. videamus (C. 
5.13.1.11) et i. e 1.si socer (D. 24.3.44). Ita ergo in proposito: cum fili ipsius mulieris non 
(17 ) 
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「第五に私は問う。いかなる問答契約もなされておらず，家父権に服して
いる娘が婚姻中に子を残して死亡したとき，内来嫁資について，嫁資は父
に返還されねばならないかどうか。この疑問は古くからのもので難問であ
り，以前もそうだが今日でも，子が残っているときには複数の説があっ
た。実際，昔の註釈学者で、あるマノレティヌスは，嫁資は父のものにはなら
ないと述べていた。第ーに，法文(C.6.20.19)のケースによって。第二
に，相続においては息子が第一順位であり，息子が父よりも優先されると
いう理由によって。法文(C.5.18.4)もその根拠を挙げている。法文 (D.
23.4.1) (D. 23.4.26 pr.， 2) (D. 32.41.4) (D.4.4.3.5) (パJレト Wスの注解の分節だ
と第3節に含まれるが，モムゼン版の第5節〕のケースが同じく彼に有利である
と考えられる。最後の法文 (D.4.4.3.5)で、は，嫁資は，娘自身の固有財産
であり，それ故，息子に移転すると述べられている。法文 (D.24.3.10)の
ように。この法文では反対解釈が可能なケースが見られる。これらの法
は，註釈を通じて，マlレティヌスに有利なものとしてそこで引用されてい
る。法文 (D.36.3.18.1)も彼に有利なケースを引き出すのであり， そこで
註釈もこれに触れている。ぺトノレス・デ・ベッラペノレシュやほかの最近の学
者たち〔クノレトラモンターニ?)もこの説で， cローマ〕法から根拠を導いて
いる。法文(C.5.12.20)のように，嫁資は婚姻の負担のために与えられる
のであり，婚姻は，法文 (D.24.3.1)にあるように，子を産むために優遇
sint in potestate patris materni sive avi eorum， consolidetur totum ius dotis in eos， sicut fieret 
in matre eorum. Quid ergo dicemus? Certe multum est dubia quo in tantum， quo Rof[fer 
dus] in ti. de act. ex stipulatione per dote voluit eligere veriorem， etnostri glossatores quando 
volunt ponere exemplum de 1.de cuius intellectu dubitetur， ponunt exemplum de hac 1.ut 
nota in 1.non possunt. s. de legi. (D. 1.3.12). Finaliter tamen teneo communnem opinionem 
nostror凶nmaiorum， quod de iure debeat ad patrem reverti simpliciter， sive extant liberi， sive 
non， per leges allegatas per nostros glossatores， qui dicunt simpliciter ad patrem reverti， quae 
per nullam aliam 1.distin思lItur.Deberet ergo inteligi， quod nullo casu dos remaneat apud 
maritum， uti. de v. sig. 1. cum quaerebatur (D. 50.16.240). Secundo per ~. sileat (C. 5.13.1 
5c)， etper rationem ibi positam; quia naturali ratione pater tenetur alere臼iosnon propter 
dotem， etper hoc patet responsio ad rationem Pe[tri] .. Concludo ergo de iure dotem reve抗i
ad patrem， licet de consuetudine observetur opinio Mart[ini])) 
(18 ) 
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されているのである。ところで、子の負担はず、っと〔その子の〕父に残るので
あり， それ故云々 (D.10.2.46) (D. 23.3.56.1)。 プノレガノレス， ヨハネス， ア
ゾーのように，反対の合意がなされていなければ区別なく父に返還される
という反対の説の者がいる(C.5.18.4) (D. 23.4.12) (C. 6.61.2) (D. 46.8.26) 
(D. 24.3.4) (D. 24.3.10) (C. 2.18.13) (D. 14.6.17)および(C.5.18.4)にお
ける類似の注記のように。しかしマノレティヌスはこれらすべての、法文に対
し，先の諸法文によって区別せねばならないと解答している。しかしこれ
は，後に明らかになるように，正しい解答ではない。このことは，法文(C.
5.18.4)に注記があるように，家外人の場合のような理由によっても証明
される。ほかの理由によってもまた同じである。二人が同じことに関わる
なら，それぞれから監視されねばならない。法文 (D.4.8.34) (C. 8.39.4) (C. 
7.51.6)のように。ところが父が死亡すれば，訴権は区別なく娘に混同さ
れ，それ故，娘が死亡しでも同じである。法文(C.5.18.4)における註釈
が同じ根拠を挙げている。この根拠によって，ディヌスが〔ローマ〕法上
この説をとっていた。しかし反対の説を?となえる者は，両者について根拠
が同じならこれは正しいが，ここではそうではないと解答している。同じ
く註釈は，法文(C.5.13.1.5c)を援用している。ここでは明白に述べられ
ている。 しかしマノレティヌスは， この法文で、は離婚によって婚姻が解消さ
れたのであると解答し，法文を挙げ， このように『妻に対して云々』と続
くのだから，妻が依然として生きていると指摘する。加えて，保持が生じ
ないようにとのこの変則法は，私が後に述べるように，ほかの相続人にも
父にも転用されない〔とする〕。同じく法文 (D.24.3.48)を援用している
が， しかし汝はそこで私が解説したように述べよ。法文 (D.33.4.1 pr.)も
有利であるが， しかし同じように解答せよ。マノレティヌスに不利でもあ
る。なぜなら，法文 (D.49.17.2)のように，この状況では，家息は相続人
を有さないので，相続人として息子に移転することはなく，アゾーは『ス
ンマ』の『婚姻解消後』の章末尾付近でこの理由を挙げているが，上述し
たように，嫁資については有していると解答できるから。同じく，マノレ
(19 ) 
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ティヌスに反対して，ジャック・ドク・レグィニは，娘は有している以上の
権利を相続人に移転できないとしている。法文 (D.50.17.54)(D.50.17. 
175.1) (D.50.17.59)のように。この理由故に，ジャック・ドク・レグィニ
もチヌスも法文(C.5.18.4)に対する注解で，彼に従いこの説をとってい
る。しかしこの理由は確かに論争の決め手にならない。なぜなら娘はこの
権利を有しているから。というのも，彼女が家父権に服していなければ嫁
資は完全に彼女のものであったし，妻自身の息子たちは，これについて母
方の父や祖父の家父権に服していないので，彼らの母について生じるよう
に，嫁資の権利はすべて彼らに混同されるからである。では我々はどう言
うのか。確かに，ロップレドワスが『嫁資による問答契約訴権』の章で比
較的正しい方の説を選ぼうとしているほど疑義は大きい。我々の註釈学者
たちは，解釈の疑わしい法文の例を挙げたいとき，この法文の例を挙げる
のである。法文 (D.1.3.12)に注記があるように。しかし最終的に私は
我々の先達たちの通説をとる。つまり〔ローマ〕法上，子がいようがいま
いが，無条件に，我々の註釈学者たちが挙げる諸法文によって，父に回復
されねばならない。それらの法文は，無条件に父に回復されると述べてお
り，ほかの法文によって区別されない。法文 (D.50.16.240)(soluto matri-
monioは離婚と死別を合むとする法文〕のように，嫁資はいかなる場合にも夫
にとどまらないと理解されねばならない。第二に法文(C.5.13.1.5c)によっ
て。そしてここで挙げられた理由によって。なぜなら，父が息子たちを養
う義務を負うのは，自然の理によってであって，嫁資故にではないから。
これによって，ペトノレスの理由に対する解答が明らかになる。……従っ
て，慣習法上はマノレティヌスの説が守られているが， (ローマ〕法上は嫁
資は父に返還されると私は結論するj。
「家娘Jの問題を扱うファーグノレの第4節に戻ろう。
「このために非常に博学な多くの者は，妻が死亡したとき， もし〔家父権
に服している〕家娘である妻が婚姻中に死亡したのであるなら，内来嫁資
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は父に戻ると法文(C.5.18.4)で書かれていることに驚いている。しかし，
この事件では父から嫁資が与えられたのが〔たまたま〕家娘であったので，
彼女が家娘であった必要はなかったため，彼らが， w家娘』という単語は挿
入されたものであるとか，付加されたものと言わねばならないと考えている
のは全く正しいと認めねばならないJ。
プアーグノレの言うように，非常に多くの学者の主張であったかはともか
く，家父権に服しているか否かを区別しない，彼と同じような考え方の学者
からは， I家娘jの単語の削除が主張されることは理解できる。
ちなみにこの主張は， ~パシリカ法典』を利用するなら，決して単なる推測
ではない。法文(C.5.18.4)に対応するパシリカの法文 (B.28.8.68)では，単
に「娘J(~ 8vyaτ1(J)とあるが，テオドノレスの注記では， I家父権に服している
娘が，婚姻継続中に死亡すれば，彼女の父は，彼女に与えた嫁資を受け取る。
このことは息子を残さず，問答契約も介在していないなら，家父権を免除さ
れた娘についてもあてはまる」となっており，まさにマノレティヌスやプアーグ
グの主張に対応する280 ブアーグノレが，この箇所のピザンツ法源に接していた
かどうかは不明で、あるが，実は，キュジャースは，家娘か否かは関係ないと
するテオドノレスの見解を，原文もラテン語訳も付さないで指摘しておりZR
28 Wパシリカ法典』について， ここではより正確な校訂原文が問題ではないので，さし
あたりハイムパツハ版によっている。 Basilicorumlibri LX， (hrsg. v. G.E. Heimbach) 6 Bde 
Supplementum und Supplementum alterum (hrsg. v. E. C. Ferrini und 1. Mercati)， Leipzig， 
1833-1897. この版に従い， wパシリカ法典~ (B.28.8.68)に付されたテオドJレスの注記
の，本文で引用した冒頭部分をギリシャ語とラテン語訳ともに挙げておく。
<手πα(Jcur:ατ(Joc;δEOOμeV1JJr:(Joig 1 'H Jr:{J0φExrtxi，α.θEOδ仰OV.'Eav VJr:E;OVσtαXO{Jη 
τ'eAEVτiwnevσVVEσ.arn .，φya，μω， aVIαAα:f.lsaVEl o Jr:α吋Qαdτfjc;， 母veπEδ6δωXEVvJr:s{J 
αv.fjc; Jr:[loixα.τouwoixαieJr:iαV.E;OVσiαc; UJTiv， 01JAOVOrt eav TExv，αOV XαTEAElψEV， 
OVδSJr:axτov Jr:[loesη， •• >. < dos a pa仕edata] Dos profectitia. Theodori. Si puella in potes-
tate patris constituta constante matrimonio decesserit， pater eius dotem， quam pro ea dedit， 
recipit. Hoc autem etiam in em昌ncipataobtinet， scilicet， siilios non reliquit， neque pactum 
intercessit， .• > 
29 Cuiacius， Ad Africanum tractatus VIII， Opera， Neapoli， 1758， Tom.l， col. 1501-1502: 
< de filiafamilias idem etiam obtinet in matrefamilias ut Theodorus a企lOta吋t:nam adventitia 
apud virum remanet. Morte autem viri vel divortio soluto matrimonio， non distinguimus 
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『ノミシリカ法典』の当該法文がどの時点で利用可能であったかを詮索するま
でもなく，フアーグノレ自身は言及していないが，キュジャースを通じて彼に
もビザンツ法が知られていた可能性がある300
ところが，フアーグノレは後に『推測論』第 13巻第2章第2節で次のよう
に述べている31。
「法文(C.5.18.4)における『家娘』という単語は，非常に多くの特に優
れた学者たちが不当なものであり削除されなければならないと考えている
が，この家娘という単語が加えられているのは家父権を免除された娘との
区別のためになされているのではなしその事実関係では，婚姻中に死亡
したのが家娘であることが示されている〔だけな〕のであるJ。
このように，削除・法文修正の主張をせずに，たまたまこの事件では家娘
dos sit profectitia an adventitia， sed filiafamilias sit pro qua data est， an materfamilias nam si 
filiafamilias est， patri competit repetitio dotis adiuncta persona filiae， idest volente et con-
sentiente filia >; Id， Recitationes solemnes ad lib.XVI. Quaestionum Pauli， Opera Tom. V， 
col. 1126:αEt ratio id exigit， quae eadem intervenit in filia emancipata， etfiliafamilias quia 
miseria una， uni patri est affatim amissi scilicet filiae; nec aequum est， utpecuniam a se pro-
fectitiam etiam amittat. Atque ita Theodorus notat ad 1.d05， C.501. mat. (C. 5.18.4) Accursius 
id ignorabat， cuius Glossa ad verbum，山10casuιircumscribenda est， quia dos data pro filia 
emancipata， ea praemortua， redit ad patrem ipso iure， etsi pater in eum casum stipulatus 
non sit dotem sibi reddi >.; Id， Recitationes solemnes ad C. 6.18， Opera Tom.IX， co1.542: 
( ostendit mortua filia in matrimonio dotem profectitiam redire ad patrem. Loquitur de創ia-
famili. 1.4. h. t. sed recte Theodorus eam porrigit ad emancipatam， quod ego multis legibus 
confirmari in supradicto titulo 13 >>.以上の『アフリカヌス論，Uパクノレス質疑録22巻注
解H勅法葉纂「婚姻解消後」注解』のうち， wアフリカヌス論』はファーグノレ『推測論』
本章出版前に公にされている。飛世昭裕「クヤキクス......J (前注l3)， 147-148頁，注7
参照。
30ファーグJI/の法文修正推測が『パシリカ法典』によって論駁される例としては，委
任者の損害賠償責任に関する法文 (D.17.1.26.7)の議論がある。ナポリの法学者ジローラ
モ・ポ/レジャが， wパシリカ法典~ (B. 14.1.26.7)によって，プアーグルの修正提案を論駁
している。 Faber，Coniectura， Lib.3. tit.5.; Hieronimus Borgia， Investigationes iuris civilis 
XX， Neapoli， 1689， Lib.3. tit.5参照。
31 A. Faber， Coniectura， Lib.13. tit.2. n.2αEt quod in 1. d05 a patre. 4. C. 501. matr. (c. 
5.18.4) adiicitur dictio filiafamilia5 quam plerique doctissimi羽risubreptitiam tollendamque 
esse arbitrantur， non ad emancipatae differentiam factum est， sed quod in facti specie filia-
familias proponeretur ea quae defuncta fuerat in matrimonio妙
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であったにすぎないとして，この単語の意味を重視しないで，伝来の読み方
を維持する。
この家娘が，皇帝に提示された事件を解釈する鍵にはならないという解釈
は，先に挙げた法文 (D.24.2.5)についてグリュックが行っていたことにも
通じる。いずれにせよ，法文の一部をこのように軽視し議論からはずすこと
は，同じテクストに対して違った解釈を認、める可能性を大きくすることにな
るのは確かである。もっとも，グリュックは， この法文(C.5.18.4)につい
ても，他の法文を援用するだけでなく，法文が皇帝の勅答であることから，
法解釈学上重要ではない，事実関係の記載にすぎない部分があったとしてい
る。彼は，勅答における記載事項からの反対解釈の危険という，サグイニー
と同様の言い方をして，法文の性質に応じて，解釈カノンを変えていくとい
う手法をとっているように思われる320 もっとも，勅答の性質がそうであっ
たとしても，ある法文が『ローマ法大全』に採用されたことをどう捉えるか
にも関わる問題で，直ちに異論なく採用できる方法とは言えない。
フアーグlレは，次に，法文 (D.14.6.17)について扱う。法文はこうであ
る330
D.14.6.17 パクルス『断案録』第2巻
家息が，自身の姉妹のために嫁資を設定するために金銭を貸借したな
ら，その父は，利益転用物訴権によって〔貸主に〕責めを負う。なぜな
ら，娘 (puella)が婚姻中に死亡すれば，嫁資返還請求訴権が父に与えられ
32 Gluck， Pandecten (Fn.12)， 27. Theil， S.196-202.サグイニーは，二様の解釈 (duplex
interpretatio)の説明の後，勅法蒙纂に組み入れられた勅答から，具体的な記述部分を切
り離し，Jレー/レを抽出する作業を適切になすことが困難であること， そしてここでは反対
解釈を行うことが危険であることを指摘している。 F.K.v.Sa吋gny，System (Fn.12)， Bd.l. 
~.41. 
33 D. 14.6.17 PAULUS libro secundo sententiarum 
Filius familias si in id acceperit mutuam pecuniam， uteam pro sorore sua in dotem daret， 
pater eius de in rem verso actione tenebitur: ipsi enim mortua in matrimonio puella repetitio 
dotis datur. 
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るからである。
この法文は，上述の法文(C.5.18.4)の「家娘J(fiIiafamilias)に対する註釈
では，むしろプノレガノレスに有利な法文リストに挙がっている。父への回復が
明言されているからである。 しかしファーグノレは「娘J(puella)という単語に
注目し，これを「子のいない娘Jと考えている。彼は述べている。
「法文 (D.14.6.17) においては，婚姻中に『娘~ (puella)が死亡すれば，
〔父lこ〕嫁資の返還請求訴権が与えられることが書かれているが， このこ
とはマルティヌスの説を支えるものである。実際，我々は，この箇所では
『娘~ (puella)を，全く子を有していなかった者と解釈しなければならない
のである (D.32.41.7)。この法文 (D.32.41.7)では，夫が死亡し，その娘
が他の者と結婚することが想定されている。〔先の〕別の婚姻からの子が
全くいないので，父と兄弟は嫁資の部分について問答契約が可能であった
と我々は理解する34J。
34法文 (D.32.41.7)は，負担付き信託遺贈を扱うものであるが，先の夫との聞に子が
いないことを前提として，嫁資についての問答契約を想定しており，ファーグルは，子が
いたなら嫁資は保持されていたであろうと推論しているのである。ちなみに，法文の最初
の文で， per fideicommissum .. legavit ...とあるように，遺贈と信託遺贈との混同が見ら
れ，これは monstrousexpressionではある。 D.Jonston， The Roman Law ofTrusts， Oxford， 
1988， p.261.関連の筒所だけを訳出しておこう。
D.32.41.7スカエクォラ『法学大全』第22巻
〔ある者が〕息子と妻を相続人に指定した遺言において，娘がその家族において結婚し
たときには，彼女に 100金を信託遺贈によって遺贈したが，次のように書き加えた。「娘
よ，私は汝に信託遺贈の負担そ課す。汝が，その家族において結婚するときまたは結婚す
る度に汝が与えるであろう汝の嫁資の半分について，汝の兄弟と母セイアが， w息子も娘
も残さずに，結婚する者との婚姻中に，または離婚をしたがまだ汝の嫁資が返還される前
もしくはそのために担保が供される前に，汝が死亡したときには，それぞれ〔兄弟と母
が〕半分ずつを与えられるものとする』という問答契約をすることを認容するようにJ
L 父は，処女の娘を嫁がせ，彼女のためlこ嫁資を与えた。離婚の後に彼はその嫁資を受
け取り，嫁資を与えて娘を別の者に嫁がせ，この嫁資は父自身またはその娘に返還される
ように問答契約をした。娘が再婚中に父は死亡し，同じ〔先の〕遺言によって息子と妻が
相続人になった。後に夫が死亡し，娘 (puella)は嫁資を受け取り，兄弟と母が居合わせ
る中，彼らの合意をとりつけて，他の者と結婚した。母は彼女の嫁資を増やしてさえやっ
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挙げられている法文は，複雑な法文であるが，ブアーグノレの解釈による
と，この事件では，以前の婚姻では子がなく，従って，嫁資の夫による保持
が全く問題となっておらず，それ故，後の婚姻では， r娘J(puella) という単
語があてられていると確認することで， ここでは十分であろう35。
フアーグノレは今一つ法文(C.6.20.19)を挙げている。これは嫁資の持戻を
子供たちに要求しているユ帝勅法からの法文である360 持戻が要求されてい
た。彼らのいずれも嫁資の〔返還について〕問答契約をしなかった。……
D.32.41.7 SCAEVOLA libro vicesimo secundo digestorum. 
Testamento， quo filium et uxorem heredes instituerat，白li記 perfideicommissum centum， 
cum in familia nuberet， legavit et adiecit ita:‘fidei tuae， filia， commi抗0，ut， cum in familia 
nubas et quotienscumque nubes， patiaris ex dote tua， quam dabis， patrem dimidiam stipulari 
仕atremtuum et Seiam matrem tuam pro patribus dimidiis dari sibi， siin matrimonio eius cui 
nubes sive divortio facto， priusquam dos tua reddatur eove nomine satisfactum erit， morieris 
nullo filio filiave ex eo relicto.' pater virginem filiam nuptum collocavit eiusque nomine 
dotem dedit et post divortium eandem recepit et ali in matrimonium cum dote dedit et 
stipulatus est eam dotem sibi aut filiae suae reddi: manente filia in matrimonio secundo 
mortuus est eodem testamento relicto eique heredes exstiterunt filius et uxor: postea marito 
defuncto puella dote recepta nupsit ali praesentibus et consentientibus仕atreet matre， quae 
etiam dotem eius auxit， etneuter eorum stipulati sunt dotem: 
35ちなみに，普通法の代表的な法律用語辞典の一つカルクィヌスの辞典も， puellaの項
目でこの法文を挙げているが，すでに再婚歴があり，三度目の結婚をすることになっている
者というように述べて，子の有無には言及がない。 JohannesKahl， alias Cal吋nus，Magnum 
lexicon iuridicum， Coloniae Allobrogum， 1734， Tom. I， p.349 (PUELLA pro muliere， quae 
iam duobus nupserat， ettertio nuptura erat in 1.uxorem. 41. ~. testamento f de leg. 3 (D. 32. 
41.7) nimirum quia in potestate patris tamdiu erat， post vero sui iuris facta fuerat )).また
Vocabularium Iurisprudentiae Romae， Tom.IV/l， Berlin， New York， 1914， 1985， col. 1307 
にふ puellaを子を産んでいない婦人とする定義はない。
36 C. 6.20.19ユ帝
pr.嫁資のまたは婚姻前贈与の〔相続分算定における特別受益分〕持戻については，す
でにかなりの人たちの聞で、十分に議論されてきたが，その疑義について，朕は，はっきり
と定めるのが適当と考えた。
1.というのもこうである。ある男性が無遺言で亡くなったが，一人または複数の息子
や娘が残っており， しかも死亡した娘(または息子)については，男女や数は関係なくと
にかくその孫が残っていた。あるいは，ある女性が無遺言で亡くなったが，同じく，一人
または複数の息子が残っており，しかも死亡した息子または娘については，男女や数は関
係なくとにかくその孫が残っていた。こうしたときの相続の方法については決して疑問と
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135 
されることはなしこうした孫は，母または父の相続分の 3分の2だけを取得し，残り
の3分の 1~，父方または母方の伯父伯母に付与することは明白であった。すでに勅法
で定められたものとしてである。
2 しかし被相続人たる女性が，残った息子または娘のために，そして，死亡した息子
または娘のために与えた，嫁資や婚姻前贈与についての持戻に関しては，多〈の疑義が生
じた。被相続人の残された子供たちは，父または母から自分たちのために与えられた，嫁
資または婚姻前贈与について，その死亡した兄弟姉妹の子供たちに，持戻す必要はない，
なぜなら，この種の持戻に関するいかなる勅法も定められていないからと主張したからで
ある。ところが，被相続人の孫たちは，単に，これに対抗するだけでなく，神々しい皇帝
アルカディクスとホノリクスの勅法によって彼らに課せられた，持戻の負担は，母方の伯
父だけに対して言え，父方の伯父や父方であれ母方であれ伯母に対しては適用されないと
主張した。
3.従って，こうしたわずらわしい疑義をはらすため，朕は定めるものである。被相続
人の息子や娘は，その親から自らに与えられた，嫁資や婚姻前贈与について，被相続人の
男女の孫たちに持戻すだけでなく，男女の孫たちも，被相続人が彼または彼女のために与
えた嫁資と婚姻前贈与を，その父方および母方の伯父伯母に，同じく持戻すこととする。
これらの持戻を，被相続人の財産と合算した上で，男女の孫たちは，もし生きていたなら
自分たちの父または母に与えられたであろう相続分の 3分の 2を取得するが，その相続
分の 3分の lについては，その者の相続が問題となっている被相続人の息子や娘たち
が，自分たち自身に〔子として〕帰属する相続分とともに取得するものとする。
C. 6.20.19 IMP. IUSTINIANUS A. MENAE pp. 
Ilam merito dubitationem amputare duximus， quae super collatione dotis vel ante nuptias 
donationis inter certas personas satis iam ventilata est. 
1. Nam si intestatus quis defunctus esset白liovel filis vel fuia vel filiabus relictis et 
ex mortua filia cuiuscumque sexus aut numeri nepotibus， vel si qua intestata defuncta e鉛et
臼ioquidem vel filis similiter relictis， ex mortuo vero fuio vel filia itidem nepotibus cuius 
cumque sexus， de modo quidem successionis minime dubitabatur， sed palam erat， quod 
huiusmodi nepotes duas partes maternae vel paternae po此ionistantummodo haberent. ter 
tiam partem patruis suis vel avunculis vel amitis vel materteris pro iam posita constitutione 
concedentes. 
2. De collatione vero dotis vel ante nuptias donationis， quam defuncta persona pro filio vel 
filia superstitibus et pro mortuo vel mortua filio vel filia dedisset， multa dubitatio 0此aest， 
superstitibus quidem filis defunctae personae non debere se dotem et ante nuptias donatio-
nem pro se datam a suo patre vel matre conferre filis mortui 合atrissui vel mortuae sororis 
suae contendentibus eo， quod nulla constitutio super huiuscemodi collatione posita est， nepo-
tibus vero mortuae personae non tantum huic resistentibus， sed etiam ilud adserentibus， 
quod onus collationis constitutione Arcadii et Honorii divae memoriae sibi impositum in 
personis tantummodo suorum avunculorum， non etiam patruorum vel amitarum vel mater-
terarum locum habere potest. 
3. Talem igitur subtilem dubitationem amputantes praecipimus tam filios vel filias 
defunctae personae dotem vel ante nuptias donationem a parentibus suis sibi datam conferre 
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るのだから，子が嫁資を正当に有しているとの推論が可能となる。事実，嫁
資についての代表的なトラクタートクスであるコンスタンティヌス・ロゲリ
クスの『嫁資論』でも，マノレテイヌスの説に有利なものとしてこの法文を最
初に挙げている37。註釈自身もこの法文がマノレティヌスの説に有利で、あると
述べた後に，家父権免除の娘を想定している。ファーグノレは述べている。
「法文(C.6.20.19)は同じことを証明している。これに対して，ブノレガノレ
スの擁護者は，これは家父権を免除された娘であると述べる以外に解答す
ることはできない。たとえこのことが全く正しくとも， しかし，適切に言
われていない〔こうした区別はこの問題には意味がない〕ことを我々はすでに上
で証明したん
そして次のように述べて，次節で，立法目的そのものを述べている法文を
独自に解釈して，立法目的からマノレティヌス説擁護の立論を行う。
nepotibus vel neptibus mortuae personae， quam eosdem nepotes vel neptes pa仕uissuis aut 
avunculis， amitis etiam et materteris dotem et ante nuptias donationem patris sui vel matris， 
quam pro eo vel ea mortua persona ded.it， similiter confe庁e，ut commixtis huiusmod.i colla 
tionibus cum bonis mortuae personae duas quidem partes nepotes vel neptes habeant ilius 
portionis， quae patri vel matri eorum， sisuperesset， deferebatur， tertiam vero eiusdem por 
tionis partem una cum sibi competentibus portionibus fili vel filiae defunctae personae， 
cuius de hered.itate agitur， capiant. 
次のような註釈がある。「この法文はマノレテイヌスに有利であると見られる。マノレティ
ヌスは，死亡した娘の嫁資は，子が生きていれば，父に返還する必要はないと述べてい
た。なぜなら， もし返還されるなら，なぜ，この法文に基づいて持戻を行う必要(義務)
が，娘の子供たちに課せられるのであろう。娘の後に死亡する，祖父に嫁資が持戻され
るのだから。しかし，ここでは，娘は家父権を免除されていたので，父にではなくその相
続人に，嫁資の請求権を移転すると私は解答する。法文(C.5.13.1.13)のように。しかし
今日ではマノレティヌスの説が守られている。〔そして彼の説については法文(C.5.18.4)に
いくつもの注記がある)J 0 Glossa Conj討read 1.Ilam merito (c. 6.20.19): ( lex ista pro 
M[artinurn] facere videtur， qui dotem filiae mortuae existentibus liberis non esse patri resti-
tuendam d.icebat: si enim restitueretur， quare liberis filiae ex hac lege necessitas imponeretur 
de collatione facienda: cum ad a刊 m，qui post filiam decessit， dos revertatur? Sed respondeo 
quod hic erat filia emancipata: unde non ad patrem， sed ad suos haeredes transmittit petitio-
nem dotis， ut supra de rei uxor. actio. ~. accedit (c. 5.13.1.13). Sed hod.ie M[artini] opinio 
servatur [et habes de hac opinione plura notata supra solu. matrimo. 1. dos (c. 5.18.4). 
ACCURS. del. = 1488]. 
37 Constantinus Rogerius， De dote (Fn.l)， Cap.18. n.2. 
(27) 
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「しかし明白な数多くの法文が我々にはないにせよ，内来嫁資の返還請求
訴権を父に与える法の根拠・目的自体からすると，子供がいるときには別の
こと〔父に与えられないこと〕が言われねばならないと考えられるのであるん
2-3.制度の根拠・目的(第5節)
ブアーグ/レは，第5節の最初に，次のように法文 (D.23.3.6 pr.)を取り上
げる。
「法文 (D.23ふ6)において， (父の嫁資返還請求訴権の〕立法目的につい
ては，最も大きな悲嘆におそわれるその同じ者に最も大きな配慮がなさ
れ38，父が，娘の死および嫁資の喪失の損害・痛手を〔同時に〕被らない
ようにという説明がなされている39J。
法文はこうである40。
D. 23.3.6 pr.ポンポニクス『サビヌス注解』第 14巻
娘を失い〔ゴドプロワ注記は子を残さなかったことを想定〕金銭の損害も被る
38 1627年註釈刊本の法文 (D.23.3.6 pr.)欄外に((Ut ad quem summus moeror morte 
filiae venit， ad eundem summus honor perueniat. Cic. ora. pro Quinctio >>とあるように，
この言い方は，キケロ『ププリヲス・クインクティヲス弁論』に見られる。「ネヲィヲスが
ガリアにいたときに，クインクティクスはガリアで死亡し， しかも不意に死亡した。遺言
で，ププリクス・クインクティクスを相続人とした。彼の死によって最も大きな悲嘆にお
そわれる，その者に，最も大きな配慮がなされるようにとJ< moritur in Gallia Quinctius， 
cum adesset Naevius， etmoritur repentino. Heredem testamento reliquit hunc P. Quinctium， 
ut， ad quem summus maeror morte sua veniebat， ad eundem summus honos quoque perve-
niret >. Cicero VI， The Loeb Classical Library， 1930， Cambridge Massachusetts， London， 
1984， p.20. 
39この法文の立法目的はしばしば指摘される。最近の教科書でも，内来嫁資返還の理由
ははっきりしないとしつつ，この法文が挙げられている。 J.Gaudemet， Droit prive romain， 
Paris， 1998， p.60. 
40 D. 23.3.6 pr. POMPONIUS libro quarto decimo ad Sabinum. 
Iure succursum est patri， utfilia amissa solacii loco cederet， siredderetur ei dos ab ipso 
profecta， ne et filiae amissae et pecuniae damnum sentiret. 
(28 ) 
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ことのないようにと，父自身からの内来嫁資が彼に返還されるなら，娘を
失ったときの慰めとして譲られるように，法によって父が助けられている
のである。
これは，娘を失い悲嘆にくれる父を優遇する法文として通説の論拠とされ
る法文であるが，ブア-r;fノレは，独自の解釈を始める。
「しかし，娘が先に死亡しその娘の子供たちが残ったとき，父は娘の死亡
によって悲嘆にくれるが，それよりも子供たちの方が母の死亡によってよ
り大きな悲嘆にくれることは否定できない。それ故，この上もない苦痛に
おそわれる同じ者に，嫁資の利益が帰属するというのが，理にも衡平にも
適っている。法丈 (postC. 6.55.12)からの類推j。
ここで間接的な論拠として挙げられているのは，子を相続の第一順位とす
る新勅法であるカ141，この論拠については，パノレトノレスも法文 (D.24ふ40)
に対する注解で触れてはいたが，彼は，後に見る別の箇所でも詳しく検討し
ている。
フアーグノレを続けよう。
「あるいは，仮に子に対する親の愛情が，親に対する子の愛情よりも大き
いと我々が考えるとしても(これは言えないのであるが)，自分の父より
も子を愛する〔親としての〕娘の意思に基づいて，父よりも子に嫁資が与
えられるべきであると我々は述べるであろう。事実，嫁資を彼女の子供た
41 post C. 6.55.12 
死亡した家長または家息の相続において，もしその子供がいれば，他の誰にも優先して
彼らが相続する。第一親等の者が均分相続し，孫やより遠い者は，株分けで相続する。性
も，同じ家父権の下にあるかどうかも区別せず，自然のカクサ(血縁関係)だけが考慮さ
れる。
post C. 6.55.12 
In successionem mortui patrisfamilias， sive filiifamilias， liberi eius， sisunt， omnibus alis 
praelati succedunt. Primi quidem gradus aequaliter succedunt; nepotes， etulteriores in stir-
pes， non distinguendo sexum， vel iura potestatis: sed sola naturali causa inspecta 
勅法集纂に挿入されている新勅法法文については，前注 18に挙げた註釈刊本のテクス
トをとっている。
(29) 
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ちに与え父から奪うことは娘の権能にはなかったと父が述べるなら，父
〔のこの主張〕は聞かれるべきではない。なぜなら， もし子供たちがその
婚姻関係から産まれたのであれば，最初から父は，他の理由によるのでは
なく子供たちのために，嫁資を与えまた与えることを強制されているので
あるから。というのも，これのみが，婚姻をなす者たちの目的 (causa)で
あるように，嫁資設定の目的 (causa)であるから (D.24.3.1)420 従って，
目的に反する父の意思が，このような動機・目的から捧げられた母の財産
に対抗しではならないJ。
このようにファーグノレは，法文 (D.23.3.6 pr.)が直接考えている，父親と
嫁いだ娘の親子関係よりも，母であるその娘と彼女の子についての親子関係
を重視する。そして同時に，嫁資設定の目的を一般的に述べた法文 (D.24.
3.1 )を援用しているのである。
(以下次号)
〔付記〕この論稿作成にあたっては 1999年度ノtッへ研究奨励金I-Aの研究助成
を受けている。
42 D.24.3.1 ポンポニヲス『サピヌス注解』第 15巻
嫁資の目的は常にどこでも注意すべきものである。なぜなら，女性に嫁資が設定されて
いることは，子孫を産み国家を子供たちで満たすためには是非とも必要であるので，妻に
嫁資が確保されるということは，公益でもあるから。
D.24.3.1 POMPONIUS libro quinto decimo ad Sabinum. 
Dotium causa semper et ubique praecipua est: nam et publice interest dotes mulieribus 
conservari， cum dotatas esse feminas ad subolem procreandam replendamque liberis civita-
tem maxJme Slt necessanum. 
(30) 
